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研究成果の概要（和文）：身体活動推進のための地域介入（ソーシャルマーケッティングの手法を用いたコミュニティ
ワイドキャンペーン（CWC））の効果をクラスター（地区）ランダム化試験にて検討した。無作為抽出した住民を5年間
追跡した結果、介入地域では身体活動ガイドライン充足者の割合（％）が増える傾向（調整後の両群間の変化の差：+4
.5% (95%CI: -0.3, 9.3), P=0.066）が認められた。副次的アウトカムの検討で、柔軟運動実施者は介入地域で有意に
増加し、歩行実施者は増加する傾向（P=0.058）が認められた。以上の結果より、ポピュレーションアプローチとして
のCWCの有効性が示唆された。

研究成果の概要（英文）：A cluster randomized trial with community as unit of randomization were conducted 
to evaluate a 5-year community wide campaign (CWC) to promote physical activity. Randomly-sampled 4414 
residents (40-79 years) responded to the baseline survey (74 %) and were followed from 2009 to 2014. As 
the results, CWC did not significantly increase proportion of active adults (adjusted change difference = 
+4.5 % [95 % Confidence interval: 0.3, 9.3], P=0.066). However, in the analyses using secondary outcomes, 
adults doing flexibility activity significantly increased in intervention communities (P=0.049), and 
adults doing walking tended to increase in intervention communities (P=0.058). In conclusion, CWC did not 
achieve significant increase in active adults at population level. However, the results of borderline 
significance and analyses of secondary outcomes suggested its potential effectiveness.

研究分野： 公衆衛生学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
世界保健機関によれば、身体的不活動は死

亡の第 4 のリスクとされており、その対策は
公衆衛生上の重要課題である。1 これまで身
体活動推進の手法として個別あるいは小グ
ループ指導が行われてきたが、成果は不十分
であり、日本人の身体活動は低下傾向にある。
2 今後は地域住民全体の行動変容を図るポピ
ュレーション・アプローチの活用が望まれる。 
コミュニティ・ワイド・キャンペーン

（CWC）は「多機関の協働によって行われ、
広範囲に渡る様々な構成要素を含む介入ア
プローチ」と定義され、米国政府機関の支援
に よ る Task Force on Community 
Preventive Services のレビューによって推
奨されているポピュレーション・アプローチ
手法の一つとされている。3 しかし一方で、
コクランのレビューによれば、これまでこの
方法の効果を検討する優れたデザインの研
究が少ないため、有効性は結論づけられない
とされている。4 また、日本ではこれを実施
して効果検証した研究は認められない。 

 
２．研究の目的 
身体活動推進のためのコミュニティ・ワイ

ド・キャンペーン（CWC）の効果を地域無作
為比較試験で検討する。本研究は平成 21 年
10 月に開始されており、平成 26 年 10 月ま
で介入・追跡を継続して 5 年間の地域介入の
効果を検討する。 

 
３．研究の方法 
【研究デザイン】 
地 域 無 作 為 化 対 照 試 験 (Cluster 

randomized controlled trial) 
【研究期間】 
平成 21 年 10 月～平成 26 年 10 月 

【対象地域と割付け】 
島根県雲南市(44,000 人、540k ㎡)内の公民

館区 32地区から無作為に抽出された 12地区
を対象とした。対照群 3 地区、介入群 9 地区
に無作為に割り付けた（介入群 9 地区は更に
歩行推進地区 3 地区、筋力・柔軟運動推進地
区 3 地区、両方推進地区 3 地区の 3 群に割付
けられたが、本研究では身体活動推進の観点
からこれらの 9地区を一つの群としてまとめ
て取り扱う）。また、抽出と割付けにあたり、
地域性を考慮した。すなわち地域の人口密度
によって有効な介入方法やその効果が異な
る可能性があることより、32 地区を高人口密
度地区、中人口密度地区、低人口密度地区の
3 群に分類し、層別に抽出、割付けを行った。 
【評価対象者】 
対象となる 12 地区から無作為に抽出した

40-79 歳の住民 6000 人とした。なお、要介
護認定を受けている者は対象者から除外し
た。サンプルサイズの計算はクラスター・デ
ザインを考慮した上で、先行研究 3 をもとに
介入効果を身体活動実施者が 8％増加すると
仮定して行った。 

【評価】 
（１）評価項目 
評価項目は、コクラン・レビュー等で提示

されている包括的な評価モデルに基づいて
設定した（図 1）。主要評価項目は「推奨され
る身体活動の実施者の割合」とした。すなわ

ち、①週 150 分以上
の歩行習慣、②柔軟
運動の実施（毎日）、
③筋力運動の実施
（週 2 日以上）、のい
ずれかを実施してい
る場合に身体活動実
施者と定義した。評
価には信頼性・妥当
性の評価された質問
紙 5,6 を用いた。副次
的アウトカムは短期
効果（気づき、知識）、
中期効果（信念、意
図）、長期効果（要介
護認定、死亡）とし
た。また、要介護認
定、死亡の評価を行
政情報から得て分析 

図 1：評価モデル 
 
を行った。 
（２）プロセス評価 

Glasgowらの提唱するRE-AIMのフレーム
ワークを用いたプロセス評価を行った 7。
RE-AIM とは、実施した介入を、①Reach：
到達度、②Efficacy/Effectiveness：有効性、
③Adoption：採用度、④Implementation：
実施精度、⑤Maintenance：維持度の 5 つの
視点から評価する方法である。 
 
【介入】 

CWC とは「多機関の協働によって行われ、
広範囲に渡る様々な構成要素を含む介入ア
プローチ」とされている 3。したがって、 
① 個人や小グループへの健康教育に留ま

らずに多様な手法を用いること、 
② 多機関の協働を推進すること 

を基本方針とした。この方針のもとで、新規
の事業を立ち上げるよりも、様々な部門の既
存事業を身体活動推進の機会として活用す
ることに重点を置いた。既存事業は、必ずし
も健康増進を目的とした事業とは限らない
（例えば、お祭り、PTA 活動、地域の集まり
など）。このことより、他部門で協働する体
制を構築することに労力の多くを割いた。 

CWC の推進にあたり、ソーシャルマーケッ
ティングの手法を活用した。重点的な介入対
象を選ぶターゲティングには TARPARE 法
を用いた 8。すなわち、介入が最も効果的で
かつ波及効果の期待できる集団として
「60-70 歳代女性で、運動習慣関心期、準備
期で、かつ膝腰に痛みのある者（雲南市調査
より同年代人口のおおよそ 15％と推定され



る）」と設定し、この集団に向けたキャンペ
ーンメッセージ、介入マテリアルの作成等を
行った。 
介入内容は、①情報提供（全戸配布の月刊

チラシ、ポスター、のぼり、音声放送等を用
いた情報提供。情報は可能な限り個別化す
る）、②教育機会（祭り、運動イベント、青
空市などの地区行事、健診、PTA 研修会等を
活用したミニ講座、講習会など）、③環境整
備（整備運動指導員等の人的サポートの整備、
音声放送による運動合図、歩数計の貸し出し、
警察と共同した安全反射板の配布、都市計画
への運動専門家の参画など）の 3 要素に整理
した。 
介入は島根県雲南市および雲南市の研究機

関である身体教育医学研究所うんなんが主
体となって行った。 
【統計解析】 
主要な分析として、マルチレベル分析によ

り一般化線形混合モデルを用いて、身体活動
実施者の割合の変化を、介入群（9 地区）と
対照群（3 地区）で比較した。性、年齢、BMI、
主観的健康感、教育歴、仕事の有無、農作業
の有無、膝腰の痛み、慢性疾患の既往、地区
で調整を行った。副次的分析として、①副次
的評価項目の分析（歩行実施者、柔軟運動実
施者、筋力運動実施者）、②層別分析（対照
地区と、歩行推進地区、筋力・柔軟運動推進
地区、両方推進地区のそれぞれの比較）を行
った。分析は Intention-to-treat 分析の原則
に則り、欠損データの補完を行った。 
【臨床試験登録】 

UMIN 臨床試験登録 ID：UMIN000002683 
 
４．研究成果 
（１）結果 
ベースライン調査への回答者は 4,559 人

（76.0%）であり、このうち介助なしで歩行
が可能な 4,414 人を追跡調査の対象とした。
対象者の流れを図 2 に示す。 
① 主要な分析 
身体活動実施者の割合は 1 年後評価、3 年

後評価において有意な変化を認めなかった。
5 年後評価では、各種要因の調整後の身体活
動実施者割合の変化は、対照地区において
-3.0% (95%信頼区間[95%CI]：-7.1, +1.2)、
すなわち身体活動実施者が減少傾向であり、
介入地区では+1.5% （95%CI：-0.1, +3.8）
で増加傾向だった。変化の群間差は+4.5%
（95%CI：-0.3, +9.3, P=0.066）で、介入地
区において身体活動実施者が増加する傾向
が認められた。 
② 副次的分析 
5 年後時点における身体活動の種類別（歩

行、柔軟運動、筋力運動）の分析では、歩行
実施者割合は対照地区と比較して介入地区
で増加傾向（P=0.058)、同様に、柔軟運動実
施者割合は介入地区で有意に増加(P=0.049)、
筋力運動実施者割合は群間差なし（Not 
significant）であり、介入地区において柔軟

運動実施者割合が有意に増加した。 
層別分析では、3 種類の介入地区のうち、

筋力・柔軟運動推進地区において主要評価項
目である身体活動実施者割合と柔軟運動実
施者割合が有意に増加した。また、歩行推進
地区では対照地区と比較して歩行実施者の
割合が有意に増加した。 
なお、5 年後データについては現在論文化

中（未発表）であり、報告書においては詳細
な記載を控えた。 

 
図 2：対象者の流れ 

 
③ プロセス評価 

地域介入は、すべての介入地区で地域との協
働事業として採用された（A:採用度 100％）。
介入量や住民への曝露量は、地域の実状に応
じてばらつきがあったものの、全地区で計画



された最低限の介入量は維持された（I:実施
精度）。質問紙調査及び住民インタビューに
基づいて適宜、介入戦略を転換したが、介入
量を把握することによって、介入量・介入内
容の経時的変化を把握することができた。例
えば、教育機会による疑似人口カバー率（延
べ参加者数／地域人口）は介入前期 62%、中
期 24%、後期 27%であった（R:到達度）。介
入 1 年後の時点では、気づき（R:到達度）と
知識が対照群に比べて介入群で有意に高か
った。主要評価項目である推奨レベル身体活
動実施者の割合の変化は上に記載した通り
の結果であった。すなわち、主要評価項目に
有意な変化は認められなかったものの（いわ
ゆる有意な傾向のみ、P=0.066）、副次的評価
項目において効果が認められた（E:有効性）。
報告書作成時点（介入開始 6 年半後）におい
て各地区において介入は継続されている（M: 
維持度）。RE‐AIM モデルの活用による介
入プロセスの多面的な評価は、中長期に渡る
介入の戦略の見直しや転換に有用だった。 
 
（２）考察、成果、今後の方向性 
本研究では地域全体の身体活動実施者を増

やす地域介入（ソーシャル・マーケティング
の手法を用いた CWC）の効果を検討した。
その結果、介入地区において身体活動実施者
を有意に増加させることはできなかった。す
なわち、点推定値としては、対照地区と比較
して介入地区において身体活動実施者が
+4.5%増加する傾向（P=0.066）だったが、
統計的に有意な水準（P<0.05）には至らなか
った。一方、層別分析、および副次的評価項
目の検討では、点推定値が全て仮説（介入地
区において身体活動実施者割合が増加する）
通りの方向を示していた。また、いくつかの
副次的評価項目、層別分析において仮説通り
の有意な変化が認められた。これらのことよ
り、介入効果は当初想定していた程は強くは
なかったが（計画では介入地区と対照地区で
8%の差が出ると仮定していた）、身体活動実
施者の増加に有効である可能性が示唆され
た。 
層別分析において、柔軟運動推進地区にお

いてのみ有意な身体活動実施者割合の増加
が認められたこと、副次的評価項目の分析で、
3 種類の運動のうち柔軟運動が最も変化しや
すかったことは興味深い。柔軟運動は取り組
みやすい、介入効果が得られやすい運動なの
かもしれない。 

Baker らはコクラン・レビューにおいて地域
で身体活動実施者を増加させる研究のレビ
ューを行っている。ここで 33 件の論文を検
討しているが、本研究（引用文献 5、論文業
績⑭）も検討の対象となった。これによると、
地域介入の効果を検討したランダム化試験
は今のところ極めて少ない。また、検討対象
となった 33 研究中で本研究は最もバイアス
のリスクが小さい研究と評価された（唯一の
満点評価（7/7 項目）を得た）。 

本研究ではRE-AIMフレームワークを用い
た詳細なデータ蓄積を行ってきた。介入プロ
セスの多面的な評価を行いつつ介入戦略の
検討を継続したが、RE-AIM フレームワーク
は中長期に渡る介入の戦略の見直しや転換
に有用であった。この成果は第 18 回日本運
動疫学会で報告し、最優秀演題賞を受賞した。 
本研究を参考にした地域介入研究が他地域

（藤沢市）でも始められており本研究の波及
効果と考えられる。本研究の成果は調査フィ
ールドとなった雲南市においても肯定的な
評価を得ており、2016 年以降、同様の介入
を全市展開する予定である。 

 
（３）結論 

CWC による地域介入によって身体活動実
施者の割合（主要評価項目）を有意に増加さ
せることはできなかったが、有意な傾向を確
認することができた。また、副次的評価項目
の分析、層別分析により、歩行実施者、柔軟
運動実施者の増加を確認することができた。
CWC は身体活動推進のポピュレーション・
アプローチの手法として有効性が期待でき
る。今後、実施精度を高め、効果検証を進め
るべき方法の一つと考えられた。 
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